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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第89期

第１四半期
連結累計期間

第90期
第１四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

自 2024年１月１日
至 2024年３月31日

自 2023年１月１日
至 2023年12月31日

売上収益 （百万円） 606,460 642,065 2,414,759

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 72,830 77,009 236,073

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）利益

（百万円） 49,663 55,973 158,421

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）包括利益

（百万円） 64,550 95,020 192,758

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 1,005,875 1,134,882 1,075,774

資産合計 （百万円） 2,365,169 2,799,741 2,563,561

基本的１株当たり四半期
（当期）利益

（円） 48.95 56.61 157.89

希薄化後１株当たり四半期
（当期）利益

（円） 48.91 56.57 157.84

親会社所有者帰属持分比率 （％） 42.5 40.5 42.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 3,823 △11,963 97,495

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △23,027 △32,099 △127,589

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 56,028 56,230 88,532

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

（百万円） 337,983 374,734 347,016
 

（注） １　当社は要約四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載していません。

２　上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいています。

３　2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、基本的１株当たり四半期（当期）利益、及び希薄化後１株当たり四半

期（当期）利益を算定しています。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

なお、当社グループは当第１四半期連結会計期間より、従来の日本基準に替えてIFRSを適用しており、前第１四半

期連結累計期間及び前連結会計年度の数値もIFRSベースに組み替えて比較・分析を行っています。

 

（1） 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の売上収益は6,421億円（前年同期比356億円・5.9％増加）、営業利益は780億円（同

21億円・2.7％増加）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は560億円（同63億円・12.7％増加）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間の為替換算レートは、米ドル149円（前年同期比17円の円安）、ユーロ161円

（同19円の円安）でした。

売上収益は、コア事業の二輪車で強い需要が続くインド、ブラジルで、販売台数の増加及び台当たり単価が向上

したことにより、増収となりました。営業利益は、二輪車事業の増収効果とコストダウンに加え、円安によるプラ

スの効果もあり、増益となりました。

 
セグメント別の概況

〔ランドモビリティ〕

売上収益4,306億円（前年同期比287億円・7.1％増加）、営業利益500億円（同136億円・37.3％増加）となりまし

た。

二輪車事業では、先進国の需要は前年比で微減となり、当社の販売台数は前年並みとなりました。新興国では、

インド、ブラジルで需要が増加しましたが、景気悪化の影響から中国等で需要が減少し、当社の販売台数は新興国

全体で微減となりました。事業全体での販売台数も微減となりましたが、インド、ブラジルでの販売台数増加及び

台当たり単価の向上により、増収となりました。営業利益は、増収効果に加えて新興国でのプレミアムモデルの供

給改善やコストダウン、円安によるプラス影響により、増益となりました。

RV事業（四輪バギー、レクリエーショナル・オフハイウェイ・ビークル(ROV)）では、需要は前年並みで推移しま

したが、当社の出荷は減少し、減収となりました。また、台数の減少に加え、競争環境の激化に伴い販売費及び一

般管理費が増加し、減益となりました。

SPV事業（電動アシスト自転車、e-Kit、電動車いす）では、メイン市場である欧州において在庫調整局面が継続

し、当社も引き続き生産調整を実施しています。売上収益・営業利益は、電動アシスト自転車とe-Kitの販売台数が

減少したことにより、減収・減益となりました。

 
〔マリン〕

売上収益1,419億円（前年同期比36億円・2.5％減少）、営業利益255億円（同115億円・31.0％減少）となりまし

た。

中国やブラジルなどの新興国では、漁業や観光への堅調な需要が継続しました。一方、北米、欧州では景気後退

懸念により中小型船外機の需要が減少しましたが、大型船外機の需要は安定的に推移しました。当社の販売は、先

進国で減少、新興国で前年並みで推移したことにより、船外機全体で減少しました。ウォータービークルは金利上

昇を懸念した買い控えにより、需要が減少しました。一方、当社の販売台数は製品の強い引き合いがあり増加しま

した。この結果、マリン事業全体では減収・減益となりました。

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

四半期報告書

 3/59



 

〔ロボティクス〕

売上収益192億円（前年同期比６億円・3.3％減少）、営業損失37億円（前年同期：営業損失４億円）となりまし

た。

サーフェスマウンターは、低迷する中国市況に変化は見られず、欧州では景気後退懸念により需要が減少しまし

た。当社の販売はアジアで増加しましたが、高価格機種の販売が伸びずモデルミックスは悪化しました。産業用ロ

ボットは、中国での需要が引き続き停滞し、当社の販売も減少しました。また、半導体製造装置は生成AIや先端

パッケージ向けの需要が増加し、販売も増加しました。この結果、ロボティクス事業全体では減収・減益となりま

した。

 
〔金融サービス〕

売上収益269億円（前年同期比90億円・50.4％増加）、営業利益61億円（同36億円・142.4％増加）となりまし

た。

当社の売上収益は、前期までの販売台数増加に伴い販売金融債権が増加する中、調達金利の顧客転嫁を進めたこ

とにより、増収となりました。営業利益は、金利収入の増加に加えて、前期に発生した金利スワップ評価損が当期

は評価益に転じたことで、増益となりました。

 

〔その他〕

売上収益235億円（前年同期比22億円・10.2％増加）、営業利益１億円（同４億円・73.7％減少）となりました。

ゴルフカーの北米での需要増加を背景に販売台数が増加し、増収となりましたが、その他セグメント全体では固

定費の増加などにより、減益となりました。 

 

なお、各セグメントの主要な製品及びサービスは以下のとおりです。

 

セグメント 主要な製品及びサービス

ランドモビリティ
二輪車、中間部品、海外生産用部品、四輪バギー、レクリエーショナル・オフハ
イウェイ・ビークル、電動アシスト自転車、電動アシスト自転車ドライブユニッ
ト（e-Kit）、電動車いす、自動車用エンジン、自動車用コンポーネント

マリン 船外機、ウォータービークル、ボート、漁船・和船

ロボティクス
サーフェスマウンター、半導体製造装置、産業用ロボット、産業用無人ヘリコプ
ター

金融サービス 当社製品に関わる販売金融及びリース

その他 ゴルフカー、発電機、汎用エンジン、除雪機
 

 
（2） 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前期末比2,362億円増加し、２兆7,997億円となりました。流動資産

は、販売金融債権の増加や営業債権及びその他の債権の増加などにより同1,792億円増加しました。非流動資産は、

販売金融債権の増加や固定資産の増加などにより同570億円の増加となりました。

負債合計は、社債及び借入金の増加などにより同1,764億円増加し、１兆6,056億円となりました。

資本合計は、配当金の支払240億円、自己株式の取得100億円、四半期利益607億円、その他の包括利益420億円な

どにより同598億円増加し、１兆1,941億円となりました。

これらの結果、親会社所有者帰属持分比率は40.5％（前期末：42.0％）、D/Eレシオ（ネット）は0.54倍（同：

0.47倍）となりました。
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（3） キャッシュ・フローの状況

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

税引前四半期利益770億円（前年同期：728億円）や減価償却費及び償却費205億円（同：175億円）などの収入

に対して、販売金融債権の増加610億円（同：629億円の増加）、営業債権及びその他の債権の増加370億円（同：

268億円の増加）、法人所得税の支払額331億円（同：230億円）などの支出により、全体では120億円の支出

（同：38億円の収入）となりました。

 
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

固定資産の取得による支出293億円（前年同期：196億円の支出）、投資有価証券の取得による支出45億円

（同：51億円の支出）などにより、321億円の支出（同：230億円の支出）となりました。

 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

長期借入金の返済や配当金の支払いなどによる支出がありましたが、短期借入金の増加などにより562億円の収

入（前年同期：560億円の収入）となりました。

 
これらの結果、当第１四半期連結累計期間のフリー・キャッシュ・フローは441億円のマイナス（前年同期：

192億円のマイナス）、現金及び現金同等物の四半期末残高は3,747億円（前期末比：277億円の増加）となりまし

た。当第１四半期連結会計期間末の有利子負債（リース負債を除く）は9,792億円（同：1,354億円の増加）とな

りました。

 
（4） 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 
（5） 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発支出は、270億円となりました。なお、当第１四

半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
（6） 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、金融サービスセグメントにおける売上収益が著しく増加しました。詳細

は、「（1）経営成績の分析」をご参照ください。

 
（7） 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、当社の設備の状況に著しい変動がありました。主な変動の内容及び当第１

四半期連結会計期間末における設備の状況は以下のとおりです。

 
浜松ロボティクス事業所を増改築しました。

事業所名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額
（百万円）

浜松ロボティクス
事業所

静岡県浜松市中央区 ロボティクス
サーフェスマウンター等
の製造設備・研究開発設
備

17,506

 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,700,000,000

計 2,700,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2024年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,050,652,401 1,050,652,401
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数100株

計 1,050,652,401 1,050,652,401 － －
 

 
（2） 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（3） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
（4） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年１月１日（注） 700,434,934 1,050,652,401 － 86,100 － 74,375
 

（注）発行済株式総数の増加は、2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行ったことによる

ものです。

 
（5） 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（6） 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

 

① 【発行済株式】

   2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
普通株式19,669,500
 

－  

  単元株式数100株
（相互保有株式）
普通株式 112,600
 

－

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,300,412 同上
330,041,200

単元未満株式
普通株式

－ 同上
394,167

発行済株式総数 350,217,467 － －

総株主の議決権 － 3,300,412 －
 

（注） １　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式3,500株が含まれてい

ます。また、「議決権の数」の欄には同機構名義の議決権35個が含まれています。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式41株及び次の相互保有株式が含まれています。

サクラ工業株式会社32株、Ａ.Ｉ.Ｓ株式会社15株

 ３　2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っていますが、上記株式数については、

当該株式分割前の株式数で記載しています。

 
② 【自己株式等】

  2023年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）
ヤマハ発動機株式会社

静岡県磐田市新貝2500番地 19,669,500 － 19,669,500 5.62

（相互保有株式）
サクラ工業株式会社

静岡県浜松市中央区半田町
18番地

111,300 － 111,300 0.03

（相互保有株式）
Ａ.Ｉ.Ｓ株式会社

静岡県浜松市中央区有玉西町
777番地の１

1,300 － 1,300 0.00

計 － 19,782,100 － 19,782,100 5.65
 

（注）2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っていますが、上記株式数については、当該

株式分割前の株式数で記載しています。

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」

（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しています。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成すること

ができる体制の整備について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成

することができる体制の整備を行っています。その内容は以下のとおりです。

（1） 会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について連結財務諸表等に的確に反映する体制を構築

するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構他が実施する研修等に参加しています。

 

（2） IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の

把握を行っています。また、IFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成するため、IFRSに準拠したグループ

会計方針及び関連する会計指針を作成し、これらに基づいてグループで統一した会計処理を行っています。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

（1） 【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
移行日

（2023年１月１日）
前連結会計年度

（2023年12月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2024年３月31日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 ９ 296,819 347,016 374,734

営業債権及びその他の債権 ９ 180,987 179,707 226,438

販売金融債権 ９ 218,336 324,098 396,087

棚卸資産  492,364 568,596 592,124

その他の金融資産 ９ 50,405 52,375 49,010

その他の流動資産  40,072 41,444 54,027

流動資産合計  1,278,985 1,513,238 1,692,422

非流動資産     

有形固定資産  398,028 441,214 453,633

のれん及び無形資産  49,378 57,416 61,226

持分法で会計処理されている投資  34,687 36,719 38,056

販売金融債権 ９ 250,149 316,676 343,394

退職給付に係る資産  17,587 23,772 26,863

その他の金融資産 ９ 90,186 84,874 85,944

繰延税金資産  49,424 79,694 86,438

その他の非流動資産  13,070 9,954 11,760

非流動資産合計  902,513 1,050,322 1,107,318

資産合計  2,181,499 2,563,561 2,799,741
 

 

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

四半期報告書

 9/59



 

    （単位：百万円）

 注記
移行日

（2023年１月１日）
前連結会計年度

（2023年12月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2024年３月31日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 ９ 177,716 154,118 168,274

社債及び借入金 ９ 331,111 438,873 586,464

未払法人所得税  25,761 30,639 30,693

未払費用  68,416 80,543 86,623

引当金  27,033 33,437 31,963

その他の金融負債 ９ 64,779 60,856 53,015

その他の流動負債  82,939 93,722 124,664

流動負債合計  777,759 892,192 1,081,699

非流動負債     

社債及び借入金 ９ 271,577 404,934 392,710

退職給付に係る負債  48,333 51,811 54,012

引当金  1,276 1,587 2,457

その他の金融負債 ９ 36,088 38,806 39,966

繰延税金負債  11,001 15,319 9,396

その他の非流動負債  20,903 24,549 25,388

非流動負債合計  389,181 537,009 523,931

負債合計  1,166,940 1,429,202 1,605,630

     

資本     

資本金  86,100 86,100 86,100

資本剰余金  68,436 64,146 64,312

利益剰余金  832,198 946,106 976,593

自己株式  △31,725 △61,389 △71,390

その他の資本の構成要素  9,142 40,810 79,267

親会社の所有者に帰属する持分合計  964,153 1,075,774 1,134,882

非支配持分  50,404 58,585 59,228

資本合計  1,014,558 1,134,359 1,194,110

負債及び資本合計  2,181,499 2,563,561 2,799,741
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（2） 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

   （単位：百万円）

 
注記
 

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年３月31日）

売上収益 ６,７ 606,460 642,065

売上原価  △406,897 △430,896

売上総利益  199,563 211,168

    

販売費及び一般管理費  △126,393 △138,302

その他の収益  2,881 4,722

その他の費用  △1,513 △1,430

持分法による投資損益  1,356 1,808

営業利益 ６ 75,894 77,966

    

金融収益  1,759 4,442

金融費用  △4,822 △5,399

税引前四半期利益  72,830 77,009

    

法人所得税費用  △19,950 △16,302

四半期利益  52,879 60,706

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  49,663 55,973

非支配持分  3,216 4,733

四半期利益  52,879 60,706

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 48.95 56.61

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 48.91 56.57
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

   （単位：百万円）

 
注記
 

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年３月31日）

四半期利益  52,879 60,706

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付制度の再測定  854 591

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する資本性金融資産

９ 1,794 3,435

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

 △7 －

合計  2,642 4,026

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  13,373 37,197

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

 291 738

合計  13,665 37,936

その他の包括利益合計  16,307 41,962

四半期包括利益  69,187 102,669

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  64,550 95,020

非支配持分  4,637 7,648

四半期包括利益  69,187 102,669
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（3） 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

（単位：百万円）

 親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

合計

2023年１月１日残高  86,100 68,436 832,198 △31,725 9,142 964,153 50,404 1,014,558

四半期利益  － － 49,663 － － 49,663 3,216 52,879

その他の包括利益  － － － － 14,887 14,887 1,420 16,307

四半期包括利益  － － 49,663 － 14,887 64,550 4,637 69,187

剰余金の配当 ８ － － △22,832 － － △22,832 △6,796 △29,628

自己株式の取得及び処分  － 102 － △0 － 101 － 101

利益剰余金への振替  － － 847 － △847 － － －

連結範囲の変動  － － △49 － △48 △97 △5 △103

所有者との取引額合計  － 102 △22,034 △0 △895 △22,828 △6,802 △29,630

2023年３月31日残高  86,100 68,539 859,827 △31,726 23,134 1,005,875 48,240 1,054,115
 

 

当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

（単位：百万円）

 親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

合計

2024年１月１日残高  86,100 64,146 946,106 △61,389 40,810 1,075,774 58,585 1,134,359

四半期利益  － － 55,973 － － 55,973 4,733 60,706

その他の包括利益  － － － － 39,047 39,047 2,914 41,962

四半期包括利益  － － 55,973 － 39,047 95,020 7,648 102,669

剰余金の配当 ８ － － △23,964 － － △23,964 △7,005 △30,970

自己株式の取得及び処分  － 165 － △10,001 － △9,835 － △9,835

利益剰余金への振替  － － 591 － △591 － － －

連結範囲の変動  － － △2,112 － － △2,112 － △2,112

所有者との取引額合計  － 165 △25,486 △10,001 △591 △35,913 △7,005 △42,918

2024年３月31日残高  86,100 64,312 976,593 △71,390 79,267 1,134,882 59,228 1,194,110
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（4） 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
 

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  72,830 77,009

減価償却費及び償却費  17,508 20,465

減損損失  262 －

損失評価引当金の増減額（△は減少）  1,707 △605

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  1,687 2,493

退職給付に係る資産の増減額（△は増加）  △1,915 △2,421

受取利息及び受取配当金  △1,871 △2,846

支払利息  1,272 3,764

持分法による投資損益（△は益）  △1,355 △1,808

有形固定資産及び無形資産売却損益（△は益）  △806 △136

有形固定資産及び無形資産処分損益（△は益）  119 128

販売金融債権の増減額（△は増加）  △62,935 △60,999

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  △26,807 △36,996

棚卸資産の増減額（△は増加）  △4,636 2,862

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  12,730 2,584

その他  18,143 17,237

小計  25,934 20,733

利息及び配当金の受取額  2,262 4,196

利息の支払額  △1,342 △3,814

法人所得税の支払額  △23,030 △33,079

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,823 △11,963

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △1,277 △2,753

定期預金の払戻による収入  1,481 1,598

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △19,553 △29,269

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  2,201 2,079

持分法で会計処理されている投資の取得による支
出

 △833 －

投資有価証券の取得による支出  △5,050 △4,526

貸付けによる支出  △162 △175

貸付金の回収による収入  34 93

その他  133 853

投資活動によるキャッシュ・フロー  △23,027 △32,099
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   （単位：百万円）

 
注記
 

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年３月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  77,304 110,730

長期借入れによる収入  20,468 10,769

長期借入金の返済による支出  △15,294 △27,289

リース負債の返済による支出  △3,531 △3,848

配当金の支払額 ８ △22,832 △23,964

非支配持分への配当金の支払額  △85 △160

自己株式の純増減額（△は増加）  △0 △10,006

財務活動によるキャッシュ・フロー  56,028 56,230

現金及び現金同等物に係る換算差額  4,013 10,022

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  40,838 22,189

現金及び現金同等物の期首残高  296,819 347,016

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  325 5,528

現金及び現金同等物の四半期末残高  337,983 374,734
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

ヤマハ発動機株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。当第１四半期連結会計期間

（2024年３月31日に終了した３ヶ月間）及び当第１四半期連結累計期間（2024年３月31日に終了した３ヶ月間）の要

約四半期連結財務諸表は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という。）並びに関連会社及び共同支配企業

に対する持分により構成されています。

当社グループは、二輪車、船外機、サーフェスマウンターなどの開発、製造、販売を世界各国で行っています。ま

た、これらの事業における販売活動をサポートするために、顧客及び販売店に対して金融サービス事業を営んでいま

す。主な生産拠点は、日本、米国、インドネシア、タイ、インド、フィリピン、ベトナム、台湾、ブラジルにありま

す。

 
２．作成の基礎

（1） 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準

特定会社」の要件を満たしており、同規則第93条の規定によりIAS第34号に準拠して作成しています。

当社グループは2024年１月１日に開始する当連結会計年度の第１四半期連結会計期間よりIFRSを初めて適用し

ており、当連結会計年度の年次の連結財務諸表がIFRSに準拠して作成する最初の連結財務諸表となります。IFRS

への移行日は2023年１月１日です。

また、当社グループはIFRSへの移行にあたり、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」（以下「IFRS第１

号」という。）を適用しています。

IFRSへの移行が、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響は、「12．

初度適用」に記載しています。

要約四半期連結財務諸表の発行は、2024年５月14日に当社代表取締役社長 日髙祥博によって承認されていま

す。

 
（2） 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「３．重要性がある会計方針」に記載している公正価値で測定す

る金融商品、確定給付負債（資産）、及びトルコ、アルゼンチンの連結子会社における超インフレ会計の適用等

を除き、取得原価を基礎として作成しています。

 

（3） 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表の表示通貨は、当社の機能通貨である日本円であり、百万円未満を切

り捨てています。
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３．重要性がある会計方針

以下の会計方針は、本要約四半期連結財務諸表（移行日の連結財政状態計算書を含む）に記載されているすべての

期間に適用しています。

 
（1） 連結の基礎

①　子会社

子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループがある企業への関与により

生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーにより当該リ

ターンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グループは当該企業を支配していると判断しています。

当社グループは、投資先の議決権の過半数を有していなくても、意思決定機関を実質的に支配しており、当

該議決権が投資先の関連性のある活動を一方的に指図する実質上の能力を有するのに十分である場合には、投

資先に対してパワーを有していると判断しています。

子会社には、当社の子会社が支配するストラクチャード・エンティティも含まれています。

子会社の財務諸表は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失した日までの間、当社の連結財務諸

表に含まれます。

子会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該子会社

の財務諸表に調整を加えています。当社グループ間の重要な債権債務残高及び内部取引高、並びに当社グルー

プ間の取引から発生した未実現損益は、連結財務諸表の作成に際して消去しています。

支配を喪失しない子会社に対する所有持分の変動は、資本取引として会計処理しています。

当社グループの持分及び非支配持分の帳簿価額は、持分の変動に応じ調整され、非支配持分の調整額と支払

対価又は受取対価の公正価値との差額は、親会社の所有者に帰属する持分として資本に直接認識しています。

子会社に対する支配を喪失した場合には、支配喪失後も保持する持分を、支配喪失日現在の公正価値で再測

定し、再測定及び持分の処分に係る利得又は損失を、純損益に認識しています。

 

②　関連会社及び共同支配企業

関連会社とは、当社グループがその財務及び経営方針に対して重要な影響力を有しているものの、支配又は

共同支配をしていない企業をいいます。

当社グループが他の企業の議決権の20％以上50％以下を保有する場合、当社グループは当該他の企業に対し

て重要な影響力を有していると推定されます。

当社グループが保有する議決権は20％未満であるものの、役員の派遣及び被投資会社との重要な取引等によ

り、重要な影響力が認められると判断される場合には、関連会社に含めています。

共同支配企業とは、当社グループを含む複数の当事者が取決めに対する契約上合意された支配を共有し、関

連性のある活動に関する意思決定に際して、支配を共有している当事者の全員一致の合意を必要としており、

かつ、当社グループが当該取決めの純資産に対する権利を有している企業をいいます。

関連会社及び共同支配企業への投資は、持分法によって会計処理しています。

また、連結財務諸表には、他の株主との関係等により、決算日を統一することが実務上不可能であるため、

当社の決算日と異なる日を決算日とする持分法適用会社に対する投資が含まれています。当該持分法適用会社

の決算日は主に６月末日であり、決算日の差異より生じる期間の重要な取引又は事象の影響については調整を

行っています。

関連会社又は共同支配企業に対する重要な影響力を喪失し、持分法の適用を中止する場合は、売却持分に係

る売却損益を純損益として認識するとともに、残存持分について公正価値で測定し、当該評価差額をその期の

純損益として認識しています。
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（2） 企業結合

企業結合は取得法を用いて会計処理しています。取得対価は、被取得企業の支配と交換に譲渡した資産、引き

受けた負債及び当社グループが発行する資本持分の取得日の公正価値の合計として測定しています。

被取得企業における識別可能な資産及び負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で測定しています。

・繰延税金資産・負債及び従業員給付契約に関連する資産・負債

・被取得企業の株式に基づく報酬契約

・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的に分類される資産又は処分

グループ

移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前に保有していた被取得企業の資本持分

の公正価値の合計額が、取得日における識別可能な取得した資産と引き受けた負債の正味価額を上回る場合は、

その超過額をのれんとして計上しています。反対に下回る場合には、直ちに純損益として認識しています。

当社グループは、非支配持分を公正価値で測定するか、又は識別可能な純資産の認識金額の比例割合で測定す

るかを個々の企業結合取引ごとに選択しています。

デューデリジェンス費用等の、企業結合に関連して発生する取得関連費用は、発生時に費用処理しています。

企業結合の当初の会計処理が、企業結合が発生した期の末日までに完了していない場合は、完了していない項

目を暫定的な金額で報告しています。

取得日から１年以内の測定期間に入手した新たな情報が、取得日時点で認識された金額の測定に影響を及ぼす

ものである場合には、取得日時点で認識した暫定的な金額を遡及的に修正しています。

段階的に達成される企業結合の場合、当社グループが以前に保有していた被取得企業の資本持分は取得日の公

正価値で再評価され、発生した利得又は損失があれば純損益又はその他の包括利益に認識しています。

条件付対価は取得時に公正価値で認識し、認識後の公正価値変動は、上記測定期間中の測定に該当する場合に

は取得対価を修正し、そうでない場合には公正価値の変動として純損益に認識しています。

 
（3） 外貨換算

① 外貨建取引

当社グループ各社の財務諸表は、当該企業の機能通貨で作成しています。機能通貨以外の通貨（外貨）での

取引は、取引日の為替レート又はそれに近似するレートで機能通貨に換算しています。

期末日における外貨建貨幣性項目は、報告期間の期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。公正価

値で測定する外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に換算していま

す。

換算及び決済より生じる換算差額は、純損益で認識しています。ただし、その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する資本性金融商品から生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しています。

 
② 在外営業活動体

在外の連結子会社、関連会社及び共同支配企業（以下「在外営業活動体」という。）の資産及び負債につい

ては報告期間の期末日の為替レート、収益及び費用については、為替レートが著しく変動している場合及び超

インフレ経済下にある在外活動営業体を除き、期中平均為替レートを用いて円貨に換算しています。

なお、超インフレ経済下の在外営業活動体の財務諸表は、インフレーションの影響を反映させており、収益

及び費用は期末日の為替レートにより表示通貨に換算しています。

その結果生じた換算差額は、その他の包括利益として認識の上、その他の資本の構成要素に含めています。

在外営業活動体を処分し、支配、重要な影響力又は共同支配企業の取決めを喪失した場合は、この在外営業活

動体に関連する換算差額の累積額を純損益に振り替えています。

 
（4） 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資から構成されています。
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（5） 金融商品

① 非デリバティブ金融資産（金融サービスに係る債権を除く）

（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、金融資産について契約の当事者となった時点で当初認識しています。なお、金融資産の

通常の方法による売買は、取引日において認識又は認識の中止を行っています。

金融資産は当初認識時に以下のとおり分類しています。

（a） 償却原価で測定する金融資産

以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しています。

・契約上のキャッシュ・フローの回収を目的とした事業モデルの中で金融資産が保有されているこ

と。

・契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息のみであること。

（b） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

以下の要件をともに満たす場合には、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資

産に分類しています。

・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方を目的とした事業モデルの中で金融資産が保有

されていること。

・契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息のみであること。

（c） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

投資先との取引関係の維持又は強化を主な目的として保有する株式などの資本性金融資産について

は、当初認識時にその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定し、当該指定を継続

的に適用しています。

（d） 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

（a）から（c）以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類していま

す。

金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される金融資産は公正価値で測定しています

が、それ以外の金融資産は取得に直接起因する取引コストを公正価値に加算した金額で測定し、当初に認識

しています。

重要な金融要素を含んでいない営業債権は、取引価格で測定しています。

 
（ⅱ）事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。

（a） 償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定しています。

（b） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

当該金融資産の公正価値の事後的な変動額はその他の包括利益として認識しています。減損に係る

利得又は損失、利息収益及び為替差損益は純損益として認識しています。

当該金融資産の認識を中止した場合は、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計

額をその他の資本の構成要素から純損益に組替調整しています。

（c） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

当該金融資産の公正価値の事後的な変動額はその他の包括利益として認識しています。

当該金融資産の認識を中止した場合は、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計

額をその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えています。

なお、当該金融資産からの配当金については、純損益として認識しています。

（d） 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

当該金融資産の公正価値の事後的な変動額は、純損益として認識しています。
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（ⅲ）金融資産の減損

当社グループでは、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性

金融資産に係る予想信用損失に対して損失評価引当金を認識しています。

 
金融資産のステージ分類

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかど

うかを評価しており、損失評価引当金の認識・測定に当たっては、金融資産に係る信用リスクの著しい増加

の有無及び信用減損の有無によって金融資産を以下のステージに分類しています。

ステージ１：信用リスクの著しい増加が見受けられない。

ステージ２：信用リスクの著しい増加が見受けられるが、信用減損は見受けられない。

ステージ３：信用リスクの著しい増加、信用減損がともに顕在化している。

 
期末日時点で金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合（ステージ１）、期

末日後12ヶ月以内に発生する可能性がある債務不履行から生じる予想信用損失（12ヶ月の予想信用損失）に

基づいて損失評価引当金を算定しています。一方、期末日時点で金融資産に係る信用リスクが当初認識以降

に著しく増大している場合（ステージ２及び３）には、当該金融資産の予想存続期間にわたり発生する可能

性のあるすべての債務不履行から生じる予想信用損失（全期間の予想信用損失）に基づいて損失評価引当金

を算定しています。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、ステージ１とステージ２

を区分せず、常に全期間の予想信用損失に基づいて損失評価引当金を算定しています。

金融資産の全部又は一部について回収の合理的な見込みがないものと判断される場合には、当該金融資産

の全部又は一部の帳簿価額を直接償却しています。

金融資産に係る損失評価引当金の繰入額は、純損益で認識しています。損失評価引当金を減額する事象が

発生した場合は、損失評価引当金の戻入額を純損益で認識しています。

 
（ⅳ）金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は当社グ

ループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合

にのみ金融資産の認識を中止しています。

 
② 非デリバティブ金融負債

（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、金融負債について契約の当事者となった時点で当初認識し、償却原価で測定する金融負

債、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に分類しています。

金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される金融負債は公正価値で測定しています

が、それ以外の金融負債は取得に直接起因する取引コストを公正価値から控除した金額で測定し、当初に認

識しています。

 
（ⅱ）事後測定

金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。

償却原価で測定する金融負債については、実効金利法による償却原価により測定しています。

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債については、当初認識後公正価値で測定し、その変動につい

ては当期の純損益として認識しています。

金融保証契約は、当初認識後、以下のいずれか高い方の金額で測定しています。

・上記①（ⅲ）金融資産の減損に従って算定した損失評価引当金の金額

・当初測定額からIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の原則に従って認識した収益の累計額を控

除した額

 

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

四半期報告書

20/59



 

（ⅲ）金融負債の認識の中止

当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中において特定された債務が履行により消滅、

免責、取消し、又は失効となった時に、金融負債の認識を中止しています。

 
③ 金融資産及び金融負債の相殺表示

金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ純額で決済するか又は資産

の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書で相殺し、純額で表示してい

ます。

 

④ デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、為替リスク及び金利リスクを管理する目的で、為替予約、通貨スワップ契約及び金利ス

ワップ契約などのデリバティブ取引を行っています。

デリバティブは契約の当事者となった時点の公正価値で当初認識し、その後も公正価値で事後測定していま

す。公正価値の変動額は純損益として認識しています。

なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計を適用しているものはありません。

 
（6） 金融サービス事業に係る債権

金融サービス事業に係る債権（以下「金融債権」という。）は、連結財政状態計算書において、元本残高、未

稼得利息収入及び損失評価引当金を加味した純額で表示しています。

金融債権のポートフォリオは主に当社グループの事業の性質と金融債権の特性を質的側面から考慮して決定し

ており、以下の３つに分類しています。

①　消費者向け販売金融債権

消費者向け販売金融債権は、主に、消費者との割賦契約に係る債権により構成され、クレジットカードのリ

ボルビング払い債権を含んでいます。

これらの債権は、取得時に所定の信用基準を満たした顧客に対してのみ認識されます。また、取得後、当社

グループは割賦代金の回収及び契約の履行について責任を有します。

割賦債権の契約期間は主に５年から15年です。当該債権は償却原価から損失評価引当金を控除して計上して

います。

 
②　ディーラー向け販売金融債権

ディーラー向け販売金融債権は、主に、ディーラーの在庫購入のための融資に係る債権から構成され、当社

グループはディーラーの与信を管理しています。

これらの債権は、取得時に所定の信用基準を満たしたディーラーに対してのみ認識されます。また、取得

後、当社グループは卸売代金の回収及び契約の履行について責任を有します。

当該債権は償却原価から損失評価引当金を控除して計上しています。

 

③　ファイナンス・リース債権

ファイナンス・リース債権は、主にゴルフカーのリース契約に係る債権です。リースの契約期間は主に３年

から６年です。

当該債権は、取得時に所定の信用基準を満たした顧客に対してのみ認識され、取得後、当社グループはリー

ス資産の所有権を引き受けます。また、当社グループはリース料債権の回収及び契約の履行について責任を有

します。

当該債権は残存価額を含む将来キャッシュ・フローの割引現在価値で計上しています。
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（7） 金融サービス事業に係る損失評価引当金

当社グループは、金融債権について、報告日ごとに予想信用損失を見積り、予想信用損失に対して損失評価引

当金を計上しています。

販売金融債権に対する予想信用損失は、信用リスク評価プロセスの一環として行われている体系的かつ継続的

なレビュー及び評価、過去の損失の実績、ポートフォリオの規模及び構成、現在の経済的な事象及び状況、担保

資産の見積公正価値及びその十分性、経済状況の動向などの将来予測情報、並びにその他の関連する要因に基づ

き、ポートフォリオ別に測定しています。

①　消費者向け販売金融債権

消費者向け販売金融債権については、債務不履行となる確率の変化や延滞日数を指標として当該販売金融債

権の信用リスクが著しく増大したか否かを判定しています。30日超期日経過の場合には、その信用リスクは著

しく増大したものとみなしています。期末日時点で、販売金融債権に係る信用リスクが当初認識以降に著しく

増大していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を見積もって当該販売金融債権に係る損失評価引当金の額を

算定しています。一方、期末日時点で、信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合は、その販売金

融債権の回収に係る全期間の予想信用損失を見積もって当該販売金融債権に係る損失評価引当金の額を算定し

ています。債務者による債務不履行又は延滞等の契約違反等、販売金融債権が信用減損している証拠がある場

合に信用減損していると判断し、過去の貸倒実績や将来の回収可能価額などをもとに、その販売金融債権の回

収に係る全期間の予想信用損失を見積もって当該販売金融債権に係る損失評価引当金の額を算定しています。

予想信用損失の算定にあたっては、リスク特性に基づいてグルーピングした上で、経済状況に合致した算定

モデルを適用し、過去の実績に基づく債務不履行の確率と債務不履行時損失率をもとに、現在の状況、失業率

等のマクロ経済要因等の将来の経済状況の予測を反映させています。

内部管理規程に基づき、相当期間の延滞、もしくは、顧客が契約上の義務を期日に履行できないことが明ら

かになった場合に、債務不履行と判断しています。

 
②　ディーラー向け販売金融債権

ディーラー向け販売金融債権については、内部におけるリスク評価を基礎として信用状況別に債権を区分し

ています。この区分の変化を指標として、販売金融債権に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大したか

否かを判定しています。なお、30日超期日経過の場合には、その信用リスクは著しく増大したものとみなして

います。期末日時点で、信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、12ヶ月の予想信用損失

を見積もって当該販売金融債権に係る損失評価引当金の額を算定しています。

一方、期末日時点で、信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合は、その販売金融債権の回収に

係る全期間の予想信用損失を見積もって当該販売金融債権に係る損失評価引当金の額を算定しています。債務

者の財務状況の著しい悪化、債務者による債務不履行又は延滞等の契約違反等、販売金融債権が信用減損して

いる証拠がある場合に信用減損していると判断し、過去の貸倒実績や将来の回収可能価額などをもとに、その

販売金融債権の回収に係る全期間の予想信用損失を個別に見積もって当該販売金融債権に係る損失評価引当金

の額を算定しています。

予想信用損失の見積りにあたっては、過去の実績に基づく債務不履行の確率と債務不履行時損失率をもと

に、現在及び将来の経済状況の予測を反映させています。

内部管理規程に基づき、相当期間の延滞、もしくは、顧客が契約上の義務を期日に履行できないことが明ら

かになった場合に、債務不履行と判断しています。

 
③　ファイナンス・リース債権

ファイナンス・リース債権については、常に全期間の予想信用損失を見積もって損失評価引当金の額を算定

しています。内部管理規程に基づき、相当期間の延滞、もしくは、顧客が契約上の義務を期日に履行できない

ことが明らかになった場合に、債務不履行と判断しています。
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（8） 棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しています。

正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を

控除した額です。

取得原価は、主として総平均法に基づいて算定しており、購入原価、加工費及び現在の場所及び状態に至るま

でに要したすべての費用を含んでいます。

 

（9） 有形固定資産

原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しています。

取得原価には、当該資産の取得に直接関連する費用、解体、除去及び設置していた場所の原状回復費用が含ま

れ、維持及び修理のための支出は発生時の費用として認識しています。

それぞれの見積耐用年数に応じて、定額法で減価償却しています。

残存価額、見積耐用年数及び償却方法は各連結会計年度の末日には見直しを行い、必要に応じ変更していま

す。

主な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　主に２年～75年

機械及び装置　　　主に２年～22年

 

連結財政状態計算書上の有形固定資産には、リース取引による使用権資産を含みます。

使用権資産の会計処理については「（11）リース」に記載しています。

 
（10） のれん及び無形資産

①　のれん

のれんは償却せず、減損テストを毎年実施し、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示していま

す。

のれんの減損損失は純損益において認識され、その後の戻し入れは行っていません。

減損については「（12）非金融資産の減損」に記載しています。

 

②　無形資産

原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しています。

それぞれの見積耐用年数に応じて、定額法で償却しています。

見積耐用年数及び償却方法は各連結会計年度の末日には見直しを行い、必要に応じ変更しています。

(a) 開発資産

開発活動による支出は、その開発を完成させる技術上の実行可能性に加えて、その成果を使用又は売却

する意図・能力及びそのための技術、財務その他の資源を利用でき、かつ将来の経済的便益を得られる可

能性が高く、その支出を信頼性をもって測定可能な場合に、無形資産として認識しています。

見積耐用年数は、主に５年から10年です。

(b) その他の無形資産

その他の無形資産は主にソフトウェアであり、その見積耐用年数は主に５年です。
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（11） リース

当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定しています。

契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約は

リースであるか又はリースを含んでいると判定しています。

①　借手

契約がリースであるか又はリースを含んでいる場合、リース開始日において使用権資産及びリース負債を認

識しています。

使用権資産の測定は原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額

で、連結財政状態計算書において「有形固定資産」に含めて表示しています。

取得原価は、リース負債の当初測定額に当初直接コスト、前払リース料等を調整しています。使用権資産

は、原資産のリース期間又は見積耐用年数のいずれか短い期間にわたり、定額法で減価償却しています。

リース負債はリース開始日現在で支払われていないリース料の割引現在価値で測定し、連結財政状態計算書

において「その他の金融負債」に含めて表示しています。

現在価値の測定に際しては、リースの計算利子率が容易に算定できる場合、当該利子率を割引率として使用

し、そうでない場合は追加借入利子率を使用しています。

当初認識後、リース負債に係る金利及び支払われたリース料を反映するよう、実効金利法に基づき帳簿価額

を増減しています。

リース負債に係る金利は、リース負債残高に対して毎期一定の率の金利を生じさせる金額で、金融費用とし

て認識しています。

金融費用は、連結損益計算書において、使用権資産の減価償却費と区別して表示しています。

 

なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び少額資産のリースは、リース料をリース期間にわたって、

定額法により純損益として認識しています。

 

②　貸手

リースの契約時に、原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合はファイナン

ス・リースに、それ以外の場合はオペレーティング・リースに分類しています。

ファイナンス・リース取引においては、リース投資未回収総額の現在価値を、リース期間の起算日に収益に

認識し、対応する金額をリース債権として認識しています。

オペレーティング・リース取引においては、対象の原資産を連結財政状態計算書に計上しています。
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（12） 非金融資産の減損

棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、報告期間の末日ごとに減損の兆候

の有無を評価しています。

減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っています。のれん、耐用年数を確定できない

無形資産及び未だ使用可能ではない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず回収可能価額を毎年同

じ時期に見積っています。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のうちいずれか高い方の金額

としています。

使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを

反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いています。

減損損失は、資産、資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に純損益

として認識しています。

資金生成単位（又は資金生成単位グループ）について認識した減損損失は、まず当該単位（又は資金生成単位

グループ）に配分したのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に各資産の帳簿価額に基づいた比例按分に

より他の資産に配分しています。

過年度に減損損失を認識したのれん以外の資産については、その回収可能価額の算定に使用した想定事項に変

更が生じた場合等、損失の減少又は消滅の可能性を示す兆候が存在しているかについて評価しています。

そのような兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、その回収可能

価額が帳簿価額を超える場合は、算定した回収可能価額と過年度の減損損失を認識しなかった場合の減価償却控

除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限として、減損損失を戻し入れています。

ただし、のれんに関する減損損失は戻し入れしません。

持分法適用会社に対する投資に減損の客観的な証拠による兆候が存在する場合には、投資全体の帳簿価額につ

いて単一の資産として減損テストを行っています。なお、持分法適用会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成

するのれんは区分して認識しないため、個別に減損テストを実施していません。

 
（13） 売却目的で保有する非流動資産

継続的使用ではなく、売却取引により回収が見込まれる資産及び資産グループのうち、現況で直ちに売却する

ことが可能で、当社グループの経営者が売却を確約しており、期末日後１年以内に売却が完了する予定である資

産を売却目的保有に分類しています。

売却目的で保有する非流動資産は、帳簿価額と、売却費用控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定し、減

価償却又は償却を中止しています。
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（14） 従業員給付

当社グループは、確定給付型の企業年金基金制度、確定給付型の退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設け

ています。

 

①　退職後給付

(a) 確定給付制度

当社グループの確定給付型制度は、確定給付制度に係る債務（以下「確定給付制度債務」という。）の現

在価値から制度資産の公正価値を控除した金額で、確定給付負債（資産）を認識しています。確定給付制度

債務は、制度ごとに区別して、従業員が過年度及び当年度において提供したサービスの対価として獲得した

将来給付の見積額を現在価値に割り引くことによって算定しています。この計算は、毎年、独立した年金数

理人によって予測単位積増方式を用いて行っています。

確定給付制度が積立超過である場合には、確定給付資産の純額を当該確定給付制度の積立超過額あるいは

資産上限額（アセットシーリング）のいずれか低い金額で測定しています。

割引率は、当社グループの確定給付制度債務に関する将来の給付支払見込日までの期間に満期が近似する

優良社債の期末日時点の市場利回りに基づき算定しています。

確定給付制度の当期勤務費用及び確定給付負債（資産）の純額に係る利息の純額は純損益として認識して

います。

確定給付制度の再測定額は、発生した期に一括してその他の包括利益で認識し、直ちに利益剰余金に振り

替えています。

制度の改訂による従業員の過去の勤務に係る確定給付制度債務の増減は、純損益として認識しています。

 

(b) 確定拠出制度

確定拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供した時に費

用として認識しています。

 

②　短期従業員給付

賃金等の短期従業員給付は、勤務の対価として支払うと見込まれる金額を、従業員が関連する勤務を提供し

た時点で従業員給付費用として純損益に認識しています。

賞与は、法的債務又は推定的債務を有し、かつ、信頼性のある見積りが可能な場合に負債として認識してい

ます。

有給休暇は、将来の有給休暇の権利を増加させる勤務を従業員が提供した時点で負債として認識していま

す。

 

（15） 引当金

過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決済するために経済的便益を有

する資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額について信頼性をもって見積ることができる場合に、引

当金を認識しています。

貨幣の時間的価値が重要な場合には、債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値で引当金を測定していま

す。

現在価値の算定に当たっては、貨幣の時間的価値及び当該債務に特有のリスクを反映した税引前の利率を割引

率として使用しています。

 

主な引当金の計上基準は、以下のとおりです。

製品保証引当金

販売済製品の保証期間中の品質保証に関する費用、その他販売済製品の品質問題に対処する費用に充てるた

め、発生額を個別に見積もることができる費用については当該費用を、その他については、保証期間に基づい

て売上収益に経験率（品質保証に関する費用／売上収益）を乗じて計算した額を計上しており、顧客及び販売

店からの請求等に応じて取り崩しています。
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（16） 収益認識

当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

 

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するに応じて）収益を認識する

 

当社グループの収益の源泉は、提供する財又はサービスの性質の違いにより、主として商品及び製品の販売

と、金融サービスセグメントにおける金融サービスの提供に区分されます。

①　商品及び製品の販売

当社グループは、商品及び製品に対する支配が顧客に移転した時点で収益を認識しています。通常は、商品

及び製品を顧客に引き渡した時点で、支配が顧客に移転したと判断しています。

なお、一定期間にわたりサービスを提供する取引には、主に有償の延長保証及びメンテナンスサービスの提

供があり、履行義務の充足に応じて収益を認識しています。このほか、一部の契約においては、長期間の工事

や開発の受託を伴うものがあり、これらについても契約に規定されている履行義務の充足に応じ、一定期間に

わたり収益を認識しています。

取引価格については、顧客との契約に基づく対価により算定しています。対価の金額に重要な金融要素は含

まれていません。

また、主に販売店に対して、特定期間の販売実績や特定モデルの販売台数等に基づき販売奨励金を支給する

ことがあります。この販売奨励金は、報告された販売実績に基づく支給見込額を、対応する期間の売上収益の

金額から控除しています。

なお、顧客との契約には、提供した商品及び製品が合意された仕様に従っていない等の場合には無償で修理

又は部品の交換等を行うことを保証する条項が含まれており、この保証に関連する費用に対して、当社グルー

プは製品保証引当金を認識しています。製品保証引当金に関する会計方針は、（15）引当金に記載していま

す。

 

②　金融サービスの提供

金融サービスの収益のうち、債権の利息収益については、利息相当額を契約期間にわたり認識しています。

ファイナンス・リースに係る債権の利息収益は、利息相当額をリース期間にわたり認識しています。オペレー

ティング・リースから生じる収益は、リース料総額をリース期間で按分し認識しています。

 

（17） 政府補助金

政府補助金は、当社グループが補助金交付のための付帯条件を満たし、かつ補助金を受領するという合理的な

保証が得られた時に公正価値で測定し、認識しています。

資産に関する補助金は、繰延収益として認識し、関連資産の見積耐用年数にわたり規則的に純損益で認識して

います。

収益に関する補助金は、関連費用と対応させるために必要な期間にわたり、規則的に収益として認識、表示し

ています。
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（18） 法人所得税

法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成されています。これらは、企業結合に関連するもの、及び直接

資本又はその他の包括利益として認識する項目を除き、純損益として認識しています。

①　当期税金

当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局からの還付が予想される金額で測定しています。税額の算

定に使用する税率及び税法は、報告期間の末日までに制定又は実質的に制定されているものです。

また、法人所得税の不確実な税務ポジションについて、税法上の解釈に基づき税務ポジションが発生する可

能性が高い場合には、合理的な見積額を資産又は負債として認識しています。

②　繰延税金

繰延税金は、報告期間の末日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と、関連する税務基準額との差額で

ある一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して認識しています。

繰延税金資産は、将来減算一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して、それらを回収できる課税所得

が生じる可能性が高い範囲において認識し、繰延税金負債は、原則としてすべての将来加算一時差異について

認識しています。

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産又は負債を認識していません。

・企業結合取引ではなく、取引時に会計上の利益にも税務上の課税所得（欠損金）にも影響を与えず、か

つ、取引時に同額の将来加算一時差異と将来減算一時差異とを生じさせない取引から発生する資産及び負

債の当初認識により生じる一時差異

・のれんの当初認識から生じる将来加算一時差異

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異のうち、予測可能な将来に当該一時差異が解消

する可能性が高くない場合又は当該一時差異の使用対象となる課税所得が稼得される可能性が高くない場

合

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、一時差異の解消時期をコントロールす

ることができ、予測可能な将来に当該一時差異が解消しない可能性が高い場合

繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の全額又は一部が使用できるだけの十分な課税所得

が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しています。未認識の繰延税金資産は毎期再評

価され、将来の課税所得により繰延税金資産が回収される可能性が高くなった範囲内で認識しています。

繰延税金資産及び負債は、当連結会計年度末に制定又は実質的に制定されている法律に基づいて、当該資産

が実現される又は負債が決済される時点において適用されると予測される税率を用いて測定しています。

繰延税金資産及び負債は、当期税金資産及び負債を相殺する法律上強制力のある権利を有し、かつ、法人所

得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合に相殺しています。

なお、各四半期における法人所得税費用は、年間の見積実効税率に基づいて算定しています。

また、当社グループは、「国際的な税制改革－第２の柱モデルルール（IAS第12号「法人所得税」の改訂）」

（2023年５月公表）を適用しています。

なお、当社グループは、本改訂における例外規定を適用し、経済協力開発機構が公表した第２の柱モデル

ルールを導入するために制定又は実質的に制定された税法から生じる法人所得税に係る繰延税金に関して、認

識及び開示を行っていません。また、当社グループは、制度対象となる構成事業体各社の直近の税務申告書、

国別報告書及び財務諸表に基づきグローバル・ミニマム課税制度適用に伴う潜在的な影響を評価した結果、第

２の柱の法人所得税に対する重要性があるエクスポージャーを想定していません。

 

（19） １株当たり利益

基本的１株当たり四半期利益は、親会社の所有者に帰属する純損益を、その期間の自己株式を調整した発行済

普通株式の期中平均株式数で除して算定しています。

希薄化後１株当たり四半期利益は、希薄化効果を有するすべての潜在株式の影響を調整して算定しています。
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（20） 資本

①　普通株式

当社が発行した普通株式は資本として分類し、発行価額を資本金及び資本剰余金に含めています。

 
②　自己株式

当社グループが取得した自己株式は、取得原価で認識し、資本の控除項目としています。

自己株式を売却した場合は、受取対価を資本の増加として認識し、帳簿価額と受取対価の差額は資本剰余金

に含めています。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表を作成するにあたり、会計方針の適用、資産・負債及び収益・費用の報告

額並びに偶発資産・偶発負債の開示に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。実際の結果は、こ

れらの見積りと異なる場合があります。

なお、これらの見積りや仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの変更による影響は、見積りを変更した

報告期間及びその影響を受ける将来の報告期間において認識しています。

 

当社の要約四半期連結財務諸表に重要な影響を与える会計方針の適用に際して行った判断に関する情報は、以下の

とおりです。

・開発から生じた無形資産の認識（「３．重要性がある会計方針（10）のれん及び無形資産」）

 
当社の要約四半期連結財務諸表に重要な影響を与える可能性のある会計上の見積り及び仮定に関する情報は、以下

のとおりです。

・金融商品の公正価値の測定（「３．重要性がある会計方針（5）金融商品」「９．金融商品」）

・金融サービス事業に係る損失評価引当金（「３．重要性がある会計方針（7）金融サービス事業に係る損失評価引

当金」）

 
５．未適用の会計基準

要約四半期連結財務諸表の承認日までに公表されている基準書及び解釈指針の新設又は改訂のうち、当社グループ

が早期適用していない主なものは以下のとおりです。当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える影響は現在評

価中です。

 
基準書 基準名

強制適用時期
（以降開始年度）

当社グループの
適用時期

新設・改訂の概要

IFRS第18号
財務諸表における
表示及び開示

2027年１月１日 2027年12月期
財務諸表における表示及び開示に
関する現行の会計基準であるIAS第
１号を置き換える新基準
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６．事業セグメント

（1） 報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会等が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社グループは、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づき、「ランドモビリティ」、「マリン」、「ロボ

ティクス」、「金融サービス」の４つを報告セグメントとしています。

各報告セグメントの主要な製品は以下のとおりです。

 

報告セグメント 主要な製品

ランドモビリティ

二輪車、中間部品、海外生産用部品、四輪バギー、レクリエーショナル・オ
フハイウェイ・ビークル、電動アシスト自転車、電動アシスト自転車ドライ
ブユニット（e-Kit）、電動車いす、自動車用エンジン、自動車用コンポー
ネント

マリン 船外機、ウォータービークル、ボート、漁船・和船

ロボティクス
サーフェスマウンター、半導体製造装置、産業用ロボット、産業用無人ヘリ
コプター

金融サービス 当社製品に関わる販売金融及びリース
 

 
（2） 報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「３．重要性がある会計方針」における記載と同一で

す。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部売上収益又は振替高は、市場実勢価格に基づいています。

 
（3） 報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失の金額に関する情報

前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

要約四半期

連結財務諸

表計上額 
ランド

モビリティ
マリン

ロボティ

クス

金融

サービス
計

売上収益          

外部顧客への売上収益 401,930 145,498 19,826 17,910 585,165 21,295 606,460 － 606,460

セグメント間の

内部売上収益又は振替高
－ － － － － 12,115 12,115 △12,115 －

計 401,930 145,498 19,826 17,910 585,165 33,411 618,576 △12,115 606,460

セグメント利益

又は損失（△）（注）３
36,395 36,905 △419 2,528 75,409 485 75,894 － 75,894

金融収益         1,759

金融費用         △4,822

税引前四半期利益         72,830
 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフカー、発電機、汎用エ

ンジン、除雪機に係る事業を含んでいます。

２　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

３　セグメント利益又は損失（△）の合計は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と一致しています。
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当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

要約四半期

連結財務諸

表計上額 
ランド

モビリティ
マリン

ロボティ

クス

金融

サービス
計

売上収益          

外部顧客への売上収益 430,615 141,874 19,181 26,933 618,604 23,461 642,065 － 642,065

セグメント間の

内部売上収益又は振替高
－ － － － － 12,971 12,971 △12,971 －

計 430,615 141,874 19,181 26,933 618,604 36,432 655,036 △12,971 642,065

セグメント利益

又は損失（△）（注）３
49,979 25,453 △3,721 6,127 77,838 127 77,966 － 77,966

金融収益         4,442

金融費用         △5,399

税引前四半期利益         77,009
 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフカー、発電機、汎用エ

ンジン、除雪機に係る事業を含んでいます。

２　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

３　セグメント利益又は損失（△）の合計は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と一致しています。
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７．売上収益

（1）収益の分解とセグメント収益との関連

当社は「６．事業セグメント」に記載のとおり、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づき、「ランドモビリ

ティ」、「マリン」、「ロボティクス」、「金融サービス」の４つを報告セグメントとしています。

うち、金融サービス以外のセグメントでは主に製品の受渡時等に一時点で収益を認識しており、金融サービスセ

グメントの収益は、主にIFRS第９号「金融商品」に基づく利息収入及びIFRS第16号「リース」に基づくリース収益

等の顧客との契約から生じる収益以外の収益です。

これらの報告セグメントを仕向地（外部顧客の所在地）を基礎とし、国又は地域別に分解しています。

 

前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

     （単位：百万円）

 
ランド

モビリティ
マリン ロボティクス 金融サービス その他 合計

日本 18,773 7,517 5,825 － 2,763 34,880

北米 56,151 91,315 608 10,844 12,954 171,876

欧州 60,905 19,788 2,207 334 937 84,172

アジア 212,694 9,542 11,066 － 2,716 236,019

その他 53,405 17,333 117 6,730 1,924 79,511

合計 401,930 145,498 19,826 17,910 21,295 606,460
 

 
当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

     （単位：百万円）

 
ランド

モビリティ
マリン ロボティクス 金融サービス その他 合計

日本 16,880 6,302 5,599 － 4,423 33,205

北米 46,272 89,790 1,024 15,965 15,086 168,139

欧州 67,199 15,354 1,200 488 685 84,929

アジア 218,158 10,556 11,036 － 1,608 241,359

その他 82,104 19,870 319 10,479 1,656 114,430

合計 430,615 141,874 19,181 26,933 23,461 642,065
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８．配当金

配当に関する事項は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

（1） 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月22日
定時株主総会

普通株式 22,832 67円50銭 2022年12月31日 2023年３月23日 利益剰余金
 

（注）2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。１株当たり配当額については、当

該株式分割前の配当金の額を記載しています。

 
当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

（1） 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月21日
定時株主総会

普通株式 23,964 72円50銭 2023年12月31日 2024年３月22日 利益剰余金
 

（注）2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。１株当たり配当額については、当

該株式分割前の配当金の額を記載しています。
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９．金融商品

（1）金融商品の公正価値

①　公正価値ヒエラルキーの定義

当社グループにおける公正価値ヒエラルキーのレベルの定義は、以下のとおりです。

レベル１：同一の資産又は負債に関する活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１に含まれる公表価格以外の、直接又は間接に観察可能な価格を使用して算定された公正価

値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法より算定された公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプットのう

ち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しています。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替が生じた場合には、各期末日に発生したものとして認識しています。

 
②　公正価値の測定方法

資産及び負債の公正価値は、関連市場情報及び適切な評価方法を使用して決定しています。

資産及び負債の公正価値の測定方法及び前提条件は、以下のとおりです。

 
（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

これらの公正価値は、短期間で決済されるものであるため、帳簿価額と近似しています。

 

（その他の金融資産、その他の金融負債）

デリバティブは、主に為替予約、通貨スワップ契約及び金利スワップ契約で構成されています。

為替予約の公正価値は先物相場により測定しています。通貨スワップ契約及び金利スワップ契約の公正価値は、

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき測定しています。したがって、デリバティブの公正価値の測定

は、レベル２に分類しています。

上場株式の公正価値は、市場における公表価格に基づいて測定しており、活発な市場で取引されているため、レ

ベル１に分類しています。

非上場株式・出資金等の公正価値は、マーケットアプローチ、インカムアプローチ等に基づく評価等を用いて測

定しているため、レベル３に分類しています。

 
（販売金融債権）

変動金利建ての販売金融債権については、短期間に市場金利を反映することから、公正価値は損失評価引当金控

除後の償却原価と近似していると考えられるため、償却原価を基に信用リスク相当の損失評価引当金を控除するこ

とにより算定しており、レベル２の公正価値により測定しています。

また、固定金利建ての販売金融債権については、回収期間ごとに将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切

な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値を基に公正価値を算出しており、レベル２の公正

価値により測定しています。

 
（社債及び借入金）

変動金利建ての社債及び借入金については、短期間に市場金利を反映することから、公正価値は帳簿価額と近似

していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の公正価値により測定しています。

また、固定金利建ての社債及び借入金については、返済期間ごとに同様の社債発行又は同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値を基に公正価値を算出しており、レベル２の公正価値により測定していま

す。

 
③　経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債

経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおりです。
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移行日　（2023年１月１日）

（単位：百万円）

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

デリバティブ － 8,654 － 8,654

その他 － 865 － 865

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産

    

株式 52,388 － 27,890 80,279

その他 － － 29 29

金融資産合計 52,388 9,519 27,919 89,828

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ － 555 － 555

金融負債合計 － 555 － 555
 

 
前連結会計年度　（2023年12月31日）

（単位：百万円）

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

デリバティブ － 4,251 － 4,251

その他 － 886 － 886

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産

    

株式 42,408 － 33,551 75,959

その他 － － 8 8

金融資産合計 42,408 5,138 33,559 81,105

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ － 2,522 － 2,522

金融負債合計 － 2,522 － 2,522
 

 
当第１四半期連結会計期間　（2024年３月31日）

（単位：百万円）

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

デリバティブ － 1,528 － 1,528

その他 － 1,491 － 1,491

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産

    

株式 47,294 － 29,306 76,601

その他 － － 9 9

金融資産合計 47,294 3,020 29,316 79,631

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ － 3,266 － 3,266

金融負債合計 － 3,266 － 3,266
 

 
前連結会計年度及び当第１四半期連結累計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振替は行わ

れていません。
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④　レベル３の公正価値の期首残高から四半期末残高への調整表

経常的に公正価値で測定するレベル３の金融資産の増減は以下のとおりです。

（単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年３月31日）

期首残高 27,919 33,559

その他の包括利益 42 771

購入 4,806 4,526

レベル３からの振替 △885 △9,541

四半期末残高 31,883 29,316
 

（注）１ 観察不能なインプットのうち、割引率が上昇した場合は、株式の公正価値は減少する関係にあります。一

方、割引率が下降した場合は、株式の公正価値は増加する関係にあります。

２ その他の包括利益に含まれる利得又は損失は、要約四半期連結包括利益計算書上の「その他の包括利益を通

じて公正価値で測定する資本性金融資産」及び「在外営業活動体の換算差額」に表示しています。

３ 前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間においてレベル３からの振替は、投資先の連結子

会社化によるものです。

 
レベル３に区分された株式の公正価値の測定に関する重要な観察不能なインプットは、類似企業のExit倍率及び

割引キャッシュ・フロー法に用いられる割引率等です。移行日の割引率の加重平均値は35％から45％であり、前連

結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における割引率の加重平均値はいずれも30％から40％です。移行日

のExit倍率の加重平均値は31.5倍から38.5倍であり、前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における

Exit倍率の加重平均値はいずれも28.5倍から34.9倍です。公正価値は類似企業のExit倍率の上昇(低下)、割引率の

低下(上昇) により増加(減少) します。

なお、観察不能なインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に見込まれる公正価値の増減は重

要ではありません。これらの見積りに当たっては、それぞれの場合に照らして妥当と思われる評価方法に基づいて

いますが、発行企業の財務状況及び将来の展望、取引の成否等の重要な仮定に対する不確実性や、異なる仮定及び

見積方法を用いることにより、公正価値が大きく変化することがあります。

レベル３に区分された株式は、当社グループの連結決算会計方針に従い、当社グループの財務及び経理部門が公

正価値測定の対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプットを用い

て公正価値を測定しています。公正価値の測定結果は外部専門家の評価結果を含めて、財務部門の責任者がレ

ビューと承認を行っています。

 
⑤　償却原価で測定する金融資産及び金融負債

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額と公正価値は以下のとおりです。

なお、帳簿価額と公正価値が近似するものは含めていません。

（単位：百万円）

 
移行日

2023年１月１日
前連結会計年度末
2023年12月31日

当第１四半期連結会計期間末
2024年３月31日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

販売金融債権 468,486 466,592 640,774 643,487 739,482 739,441

社債・借入金 602,689 602,212 843,808 844,603 979,175 980,335
 

（注） 　上記の償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値ヒエラルキーはすべてレベル２に分類していま

す。
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10．後発事象

（自己株式の取得）

当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、取得しています。

 
１．自己株式の取得を行う理由

株主還元と資本効率の向上を図ることを目的としています。

 
２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類 　 当社普通株式

（２）取得しうる株式の総数   1,900万株（上限）

（発行済株式総数(自己株式除く)に対する割合 1.9％）

（３）株式の取得価額の総額   200億円（上限）

（４）取得期間　　　　　　   2024年２月15日～2024年７月31日

（５）取得方法　　　　　　   東京証券取引所における市場買付

 
３．四半期報告書提出日の属する月の前月末現在における取得状況

（１）取得対象株式の種類     当社普通株式

（２）取得した株式の総数     3,341,600株

（３）株式の取得価額の総額   4,725,928,786円

（４）取得期間               2024年４月１日～2024年４月30日（約定ベース）

（５）取得方法               東京証券取引所における市場買付

 
なお、上記取締役会決議以降に取得した自己株式の総数及び取得価額の総額は以下のとおりです。

（１）取得した株式の総数　　　10,662,300株

（２）取得価額の総額　　　　　14,725,845,586円
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（取得による企業結合）

当社は、2023年12月26日開催の取締役会において、ドイツ Torqeedo GmbH（以下「Torqeedo社」という。)の全

株式を取得し、子会社化することについて決議し、2024年１月12日付でTorqeedo社の全株式を保有するドイツ

DEUTZ AGと株式譲渡契約を締結、2024年４月３日付で全株式を取得しました。

 
１．企業結合の概要

（１）被取得企業の概要

被取得企業の名称: Torqeedo GmbH

事業の内容:     電動の船外機、船内機、PODドライブ、ハイブリッドシステム、バッテリー、アク

セサリーの製造・販売

（２）企業結合を行う主な理由

Torqeedo社は、マリン電動領域のパイオニアのブランドであり、電動船外機、電動船内機、バッテ

リー、各種アクセサリーなど豊富な製品群を取り扱っています。欧州を中心に小型電動市場で販売を伸

ばしており、成長を続けています。また、電動モーターやプロペラ、電源系統に関する多くの特許を保

有し、次世代環境技術の研究開発能力・量産設備・開発リソースを有しています。

今回のTorqeedo社の買収は、当社が中期経営戦略として推進する「マリン版CASE」戦略の"Electric"

の分野における開発力強化を目的としています。また、マリン業界でのカーボンニュートラル対応を加

速するとともに、早期の小型電動推進機ラインナップ構築に寄与します。さらに、当社が長年培ってき

た艇体設計技術、マリンエンジン技術などのノウハウを組み合わせることで中型電動船外機にもシナ

ジーを生み出し、成長する電動推進船市場におけるリーディングカンパニーを目指します。

（３）取得日

2024年４月３日

（４）被取得企業の支配の獲得方法

現金を対価とする株式の取得

（５）取得した議決権付資本持分の割合

100％

 
２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 12,643百万円 (EUR 77.4百万)

取得原価  12,643百万円
 

 
３．主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等　277百万円（概算）

 
要約四半期連結財務諸表の承認日までに当該企業結合の当初の会計処理が完了していないため、当企業結合

日に受け入れた資産及び引き受けた負債の公正価値並びにその主な内訳、のれん、当社グループに与える影響

に関する詳細な情報は、開示していません。
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11．１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益及び算定上の基礎、希薄化後１株当たり四半期利益及び算定上の基礎は以下のとおり

です。

 

 

前第１四半期
連結累計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

当第１四半期
連結累計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年３月31日）

（1）基本的１株当たり四半期利益 48円95銭 56円61銭

（算定上の基礎）   

親会社の普通株主に帰属する四半期利益   

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 49,663 55,973

親会社の普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円）

49,663 55,973

発行済普通株式の期中平均株式数（株） 1,014,645,261 988,816,139

（2）希薄化後１株当たり四半期利益 48円91銭 56円57銭

（算定上の基礎）   

希薄化後の普通株主に帰属する四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円）

49,663 55,973

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円）

49,663 55,973

発行済普通株式の期中平均株式数（株） 1,014,645,261 988,816,139

業績連動型譲渡制限付株式報酬制度による希薄化の
影響（株）

679,146 568,624

希薄化効果の調整後（株） 1,015,324,407 989,384,763
 

（注）2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。前連結会計年度の期首に当該株式

　　　分割が行われたと仮定して、基本的１株当たり四半期利益、希薄化後１株当たり四半期利益を算定しています。
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12．初度適用

当社グループは、当第１四半期連結会計期間からIFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表を開示しています。

我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準（以下「日本基準」という。）に準拠して作成された直近

の連結財務諸表は2023年12月31日に終了する連結会計年度に関するものであり、IFRSへの移行日は2023年１月１日

です。

 
（１）IFRS第１号の免除規定

IFRS第１号は、IFRSを初めて適用する企業に対して、原則として遡及的にIFRSを適用することを求めていま

す。ただし、IFRS第１号では、IFRSで要求される基準の一部について任意に遡及適用を免除する規定及び強制的

に遡及適用を禁止する例外規定が定められています。当社グループが採用した任意の免除規定は以下のとおりで

す。

 
① 企業結合

初度適用企業は、IFRS移行日前に行われた企業結合に対して、IFRS第３号「企業結合」（以下「IFRS第３

号」という。）を遡及適用しないことを選択することが認められています。当社グループは、当該免除規定を

適用し、移行日前に行われた企業結合に対して、IFRS第３号を遡及適用しないことを選択しています。

この結果、移行日前の企業結合から生じたのれんの金額並びに関連会社及び共同支配企業におけるのれん相

当額については、日本基準に基づく移行日時点での帳簿価額によっています。なお、のれんについては、減損

の兆候の有無に関わらず、移行日時点で減損テストを実施しています。

 
② 在外営業活動体の換算差額

IFRS第１号では、移行日現在の在外営業活動体の為替換算差額の累計額を零とみなすことを選択することが

認められています。

当社グループは、在外営業活動体の為替換算差額の累計額を移行日現在で零とみなすことを選択していま

す。

 
③ リース

IFRS第１号では、借手のリースにおけるリース負債及び使用権資産を認識する際に、すべてのリース取引に

ついてリース負債及び使用権資産を移行日において測定することが認められています。当社グループはリース

負債を移行日において測定しており、当該リース負債について、残りのリース料を移行日における借手の追加

借入利率で割り引いた現在価値としています。また、使用権資産を移行日において測定しており、リース負債

と同額としています。

なお、リース期間が移行日から12ヶ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースについて、当該

リースに関連したリース料をリース期間にわたって、定額法により純損益として認識しています。

 
④ 金融商品の分類の指定

IFRS第１号では、移行日時点で存在する事実及び状況に基づき、資本性金融商品をその他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金融資産として指定をすることが認められています。

当社グループは、移行日時点で存在する事実状況に基づき、資本性金融商品についてその他の包括利益を通

じて公正価値で測定する金融資産として指定しています。
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（２）IFRS第１号の強制的な例外規定

IFRS第１号は、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中止」、「非支配持分」、「金融資産の分類及

び測定」及び「金融資産の減損」等について、IFRSの遡及適用を禁止しています。

当社グループはこれらの項目について移行日より将来に向かって適用しています。

 
（３）調整表

日本基準からIFRSへの移行が、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに及ぼす影響は、

以下のとおりです。

当社グループは、日本基準において、2023年１月１日から、米国基準を採用する北米子会社において、米国財

務会計基準審議会会計基準編纂書（ASC）第326号「金融商品－信用損失」を適用しており、下表の移行日の日本

基準の列には当該会計方針の変更による影響額を反映しています。

なお、調整表の「表示組替」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、「認識及び測定の差

異」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼす項目を含めて表示しています。

 
① 資本に対する調整

 
移行日（2023年１月１日）

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 288,780 8,038 － 296,819 A 現金及び現金同等物

受取手形、売掛金及び契

約資産
187,410 △6,423 － 180,987 B

営業債権及びその他の債

権

短期販売金融債権 230,131 △12,871 1,076 218,336 C 販売金融債権

商品及び製品 285,432 △285,432 －    

仕掛品 115,755 △115,755 －    

原材料及び貯蔵品 124,658 △124,658 －    

  525,847 △33,482 492,364 D,a 棚卸資産

その他 90,921 △48,649 8,133 50,405 A,e その他の金融資産

  42,045 △1,973 40,072  その他の流動資産

貸倒引当金 △17,777 17,777 －    

流動資産合計 1,305,314 △82 △26,246 1,278,985  流動資産合計

固定資産      非流動資産

有形固定資産 390,978 △1,106 8,156 398,028 b 有形固定資産

無形固定資産 39,640 － 9,738 49,378 c のれん及び無形資産

投資その他の資産       

  34,295 391 34,687 E
持分法で会計処理されて

いる投資

　長期販売金融債権 256,382 △10,441 4,208 250,149 C 販売金融債権

  15,762 1,824 17,587  退職給付に係る資産

  89,209 977 90,186  その他の金融資産

  44,084 5,339 49,424 d 繰延税金資産

　その他 196,827 △182,212 △1,544 13,070 E その他の非流動資産

　貸倒引当金 △10,487 10,487 －    

固定資産合計 873,342 79 29,091 902,513  非流動資産合計

資産合計 2,178,656 △3 2,845 2,181,499  資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債及び資本

      負債

流動負債      流動負債

支払手形及び買掛金 148,133 △148,133 －    

電子記録債務 29,597 △29,597 －    

  177,716 － 177,716 F
営業債務及びその他の債

務

短期借入金 172,985 △172,985 －    

１年内償還予定の社債 5,156 △5,156 －    

１年内返済予定の長期借

入金
152,969 △152,969 －    

  331,111 － 331,111 G 社債及び借入金

未払法人税等 25,761 － － 25,761  未払法人所得税

  68,416 － 68,416 H 未払費用

賞与引当金 18,796 △18,796 －    

製品保証引当金 18,176 △18,176 －    

その他の引当金 3,159 △3,159 －    

  18,900 8,133 27,033 I,e 引当金

その他 178,135 △178,135 －    

  61,317 3,461 64,779 b その他の金融負債

  69,645 13,294 82,939 f その他の流動負債

流動負債合計 752,873 △3 24,889 777,759  流動負債合計

固定負債      非流動負債

社債 21,575 △21,575 －    

長期借入金 250,002 △250,002 －    

  271,577 － 271,577 G 社債及び借入金

退職給付に係る負債 49,297 － △964 48,333  退職給付に係る負債

その他の引当金 638 △638 －    

  1,276 － 1,276 I 引当金

  20,016 16,071 36,088 b その他の金融負債

  14,749 △3,747 11,001 d 繰延税金負債

その他 54,604 △54,604 －    

  19,200 1,702 20,903  その他の非流動負債

固定負債合計 376,119 － 13,061 389,181  非流動負債合計

負債合計 1,128,992 △3 37,951 1,166,940  負債合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

純資産の部      資本

資本金 86,100 － － 86,100  資本金

資本剰余金 68,050 － 386 68,436  資本剰余金

利益剰余金 889,415 － △57,216 832,198

a,b,c,

d,f,g,h,

i

利益剰余金

自己株式 △31,725 － － △31,725  自己株式

その他の包括利益累計額 △13,401 － 22,544 9,142 g,h,i その他の資本の構成要素

非支配株主持分 51,225 － △820 50,404  非支配持分

純資産合計 1,049,664 － △35,105 1,014,558  資本合計

負債純資産合計 2,178,656 △3 2,845 2,181,499  負債及び資本合計
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前第１四半期連結会計期間　(2023年３月31日)

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 331,553 6,430 － 337,983 A 現金及び現金同等物

受取手形、売掛金及び契

約資産
219,059 △7,453 － 211,606 B

営業債権及びその他の債

権

短期販売金融債権 287,392 △12,912 573 275,053 C 販売金融債権

商品及び製品 300,183 △300,183 －    

仕掛品 109,826 △109,826 －    

原材料及び貯蔵品 128,342 △128,342 －    

  538,353 △32,227 506,126 D,a 棚卸資産

その他 104,953 △60,202 9,397 54,149 A,e その他の金融資産

  55,396 △2,125 53,270  その他の流動資産

貸倒引当金 △18,681 18,681 －    

流動資産合計 1,462,630 △58 △24,382 1,438,189  流動資産合計

固定資産      非流動資産

有形固定資産 392,714 △1,126 7,458 399,046 b 有形固定資産

無形固定資産 42,391 △29 9,068 51,430 c のれん及び無形資産

投資その他の資産       

  34,754 1,187 35,941 E
持分法で会計処理されて

いる投資

　長期販売金融債権 268,119 △11,719 3,905 260,304 C 販売金融債権

  16,256 3,142 19,398  退職給付に係る資産

  95,467 2,567 98,035  その他の金融資産

  42,903 10,170 53,073 d 繰延税金資産

　その他 197,369 △187,617 △3 9,748 E その他の非流動資産

　貸倒引当金 △11,068 11,068 －    

固定資産合計 889,526 △43 37,497 926,980  非流動資産合計

資産合計 2,352,156 △101 13,114 2,365,169  資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債及び資本

      負債

流動負債      流動負債

支払手形及び買掛金 165,985 △165,985 －    

電子記録債務 34,065 △34,065 －    

  199,954 － 199,954 F
営業債務及びその他の債

務

短期借入金 254,577 △254,577 －    

１年内償還予定の社債 5,645 △5,645 －    

１年内返済予定の長期借

入金
161,224 △161,224 －    

  421,447 － 421,447 G 社債及び借入金

未払法人税等 30,490 － 948 31,439  未払法人所得税

  72,207 － 72,207 H 未払費用

賞与引当金 26,427 △26,427 －    

製品保証引当金 18,706 △18,706 －    

その他の引当金 3,316 △3,316 －    

  20,001 10,828 30,829 I,e 引当金

その他 193,402 △193,402 －    

  59,178 2,809 61,988 b その他の金融負債

  90,522 13,315 103,837 f その他の流動負債

流動負債合計 893,844 △42 27,902 921,705  流動負債合計

固定負債      非流動負債

社債 23,620 △23,620 －    

長期借入金 249,114 △249,114 －    

  272,735 － 272,735 G 社債及び借入金

退職給付に係る負債 50,278 － △646 49,632  退職給付に係る負債

その他の引当金 665 △665 －    

  1,301 － 1,301 I 引当金

  19,735 16,127 35,862 b その他の金融負債

  12,064 △3,119 8,944 d 繰延税金負債

その他 51,684 △51,684 －    

  19,188 1,684 20,872  その他の非流動負債

固定負債合計 375,362 △59 14,045 389,348  非流動負債合計

負債合計 1,269,207 △101 41,948 1,311,054  負債合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

純資産の部      資本

資本金 86,100 － － 86,100  資本金

資本剰余金 68,050 － 488 68,539  資本剰余金

利益剰余金 911,348 － △51,520 859,827

a,b,c,

d,f,g,h

,i

利益剰余金

自己株式 △31,726 － － △31,726  自己株式

その他の包括利益累計額 58 － 23,076 23,134 g,h,i その他の資本の構成要素

非支配株主持分 49,117 － △877 48,240  非支配持分

純資産合計 1,082,949 － △28,833 1,054,115  資本合計

負債純資産合計 2,352,156 △101 13,114 2,365,169  負債及び資本合計
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前連結会計年度　(2023年12月31日)

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 338,839 8,176 － 347,016 A 現金及び現金同等物

受取手形、売掛金及び契

約資産
186,911 △7,203 － 179,707 B

営業債権及びその他の債

権

短期販売金融債権 338,520 △13,935 △487 324,098 C 販売金融債権

商品及び製品 363,066 △363,066 －    

仕掛品 115,653 △115,653 －    

原材料及び貯蔵品 130,776 △130,776 －    

  609,497 △40,900 568,596 D,a 棚卸資産

その他 94,700 △52,320 9,995 52,375 A,e その他の金融資産

  45,333 △3,889 41,444  その他の流動資産

貸倒引当金 △19,915 19,915 －    

流動資産合計 1,548,554 △33 △35,281 1,513,238  流動資産合計

固定資産      非流動資産

有形固定資産 433,886 1,868 5,459 441,214 b 有形固定資産

無形固定資産 51,132 △3,074 9,358 57,416 c のれん及び無形資産

投資その他の資産       

  37,571 △852 36,719 E
持分法で会計処理されて

いる投資

　長期販売金融債権 326,784 △15,453 5,345 316,676 C 販売金融債権

  21,382 2,390 23,772  退職給付に係る資産

  86,006 △1,131 84,874  その他の金融資産

  73,368 6,325 79,694 d 繰延税金資産

　その他 227,104 △217,108 △41 9,954 E その他の非流動資産

　貸倒引当金 △15,500 15,500 －    

固定資産合計 1,023,407 60 26,854 1,050,322  非流動資産合計

資産合計 2,571,961 27 △8,427 2,563,561  資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債及び資本

      負債

流動負債      流動負債

支払手形及び買掛金 151,084 △151,084 －    

電子記録債務 3,079 △3,079 －    

  154,118 － 154,118 F
営業債務及びその他の債

務

短期借入金 305,563 △305,563 －    

１年内償還予定の社債 23,974 △23,974 －    

１年内返済予定の長期借

入金
109,334 △109,334 －    

  438,873 － 438,873 G 社債及び借入金

未払法人税等 30,639 － － 30,639  未払法人所得税

  80,498 45 80,543 H 未払費用

賞与引当金 20,302 △20,302 －    

製品保証引当金 20,582 △20,582 －    

その他の引当金 4,715 △4,715 －    

  22,941 10,496 33,437 I,e 引当金

その他 195,889 △195,889 －    

  58,472 2,383 60,856 b その他の金融負債

  79,577 14,145 93,722 f その他の流動負債

流動負債合計 865,165 △45 27,071 892,192  流動負債合計

固定負債      非流動負債

社債 39,971 △39,971 －    

長期借入金 365,031 △365,031 －    

  405,003 △68 404,934 G 社債及び借入金

退職給付に係る負債 52,446 － △635 51,811  退職給付に係る負債

その他の引当金 745 △745 －    

  1,587 － 1,587 I 引当金

  23,401 15,405 38,806 b その他の金融負債

  18,798 △3,478 15,319 d 繰延税金負債

その他 65,930 △65,930 －    

  22,960 1,589 24,549  その他の非流動負債

固定負債合計 524,125 72 12,811 537,009  非流動負債合計

負債合計 1,389,291 27 39,883 1,429,202  負債合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

純資産の部      資本

資本金 86,100 － － 86,100  資本金

資本剰余金 63,771 － 374 64,146  資本剰余金

利益剰余金 1,006,925 － △60,818 946,106

a,b,c,

d,f,g,h,

i

利益剰余金

自己株式 △61,389 － － △61,389
 
 

自己株式

その他の包括利益累計額 28,052 － 12,758 40,810 g,h,i その他の資本の構成要素

非支配株主持分 59,210 － △624 58,585  非支配持分

純資産合計 1,182,670 － △48,310 1,134,359  資本合計

負債純資産合計 2,571,961 27 △8,427 2,563,561  負債及び資本合計
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② 資本に対する調整に関する注記

 
（ⅰ）表示組替

表示組替の主な内容は、以下のとおりです。

 
Ａ．現金及び現金同等物

預入期間が３ヶ月超の定期預金について、日本基準では、「現金及び預金」に含めていましたが、IFRS

では、流動資産の「その他の金融資産」に含めています。また、日本基準では、「その他」として表示

していた短期運用資産 (３ヶ月以内のもの)を、IFRSでは、「現金及び現金同等物」として表示していま

す。

 
Ｂ．営業債権及びその他の債権

日本基準では、区分掲記していた「受取手形、売掛金及び契約資産」を、IFRSでは、流動資産の「営業

債権及びその他の債権」として表示しています。

また、日本基準では、「貸倒引当金」として表示していた損失評価引当金（営業債権及びその他の債

権）を、IFRSでは、流動資産の「営業債権及びその他の債権」より直接控除（減額）しています。

 
Ｃ．販売金融債権

日本基準では、「貸倒引当金」として表示していた損失評価引当金 （販売金融債権）を、IFRSでは、

「販売金融債権」より直接控除（減額）しています。

 
Ｄ．棚卸資産

日本基準では、区分掲記していた「商品及び製品」、「仕掛品」、「原材料及び貯蔵品」を、IFRSで

は、「棚卸資産」として表示しています。

 
Ｅ．持分法で会計処理されている投資

日本基準では、「その他」に含めて表示していた持分法で会計処理されている投資を、IFRSでは、「持

分法で会計処理されている投資」として区分掲記しています。

 
Ｆ．営業債務及びその他の債務

日本基準では、区分掲記していた「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」を、IFRSでは、「営業債

務及びその他の債務」として表示しています。

 
Ｇ．社債及び借入金

日本基準では、区分掲記していた「短期借入金」、「１年内償還予定の社債」、「１年内返済予定の長

期借入金」を、IFRSでは、流動負債の「社債及び借入金」として表示しています。

また、日本基準では、区分掲記していた「社債」、「長期借入金」については、IFRSでは、非流動負債

の「社債及び借入金」として表示しています。

 
Ｈ．未払費用

日本基準では、流動負債の「その他」に含めて表示していた未払費用を、IFRSでは、「未払費用」とし

て区分掲記しています。

 
Ｉ．引当金

日本基準では、区分掲記していた「製品保証引当金」、「その他の引当金」を、IFRSでは、「引当金」

として表示しています。
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（ⅱ） 認識及び測定の差異

認識及び測定の差異の主な内容は、以下のとおりです。

 
ａ．棚卸資産に対する調整

日本基準では、販売・管理・開発部門に関連する消耗品等を貯蔵品として計上していましたが、IFRSで

は、棚卸資産の定義を満たさない貯蔵品については、利益剰余金で調整しています。また、日本基準で

は、製造原価として棚卸資産に含めていた開発費について、IFRSでは、費用処理を行っています。

その結果、「棚卸資産」の金額が減少しています。

 
ｂ．リース取引に対する調整

日本基準では、借手のリースについてファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類し、オ

ペレーティング・リースについては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っていました。

IFRSでは、借手のリースについてファイナンス・リースとオペレーティング・リースの区分がないた

め、基本的にすべてのリース取引について「有形固定資産」に含まれている使用権資産はその賃借が見

込まれる期間に定額法で減価償却を行い、「その他の金融負債」に含まれているリース負債は利息を調

整のうえ、負債計上をしています。

その結果、「有形固定資産」及び非流動負債の「その他の金融負債」の金額がそれぞれ増加していま

す。

 
ｃ．のれん及び無形資産に対する調整

日本基準において、費用処理していた一部の開発費用について、IFRSでは、IAS第38号「無形資産」にお

ける開発費の資産化の要件を満たしたものを無形資産として計上しています。資産化された開発費は、

見積耐用年数に応じて、定額法で償却しています。開発費の見積耐用年数は、主に５年から10年です。

その結果、「のれん及び無形資産」の金額が増加しています。

 
ｄ．繰延税金資産及び繰延税金負債に対する調整

日本基準において、IFRSへの調整に伴い、一時差異が発生したこと等により、「繰延税金資産」及び

「繰延税金負債」の金額を調整しています。

 

ｅ．製品保証引当金に対する調整

日本基準では、引当金決済に必要な支出の一部又は全部が他の者から補填されると見込まれる場合は、

補填を控除後の純額で引当金を計上していましたが、IFRSでは、企業が義務を決済すれば補填を受けら

れることがほぼ確実なときに、かつ、そのときにのみ、補填を認識し、別個の資産として引当金額の範

囲内で認識しています。

その結果、流動資産の「その他の金融資産」及び流動負債の「引当金」がそれぞれ増加しています。

 

ｆ．従業員給付（退職給付を除く）に対する調整

日本基準では、未消化の有給休暇について会計処理が求められておらず、対応する負債は認識していま

せんでしたが、IFRSでは、将来の有給休暇の権利を生じさせる勤務を従業員が提供した時点で負債とし

て認識しています。

その結果、「その他の流動負債」の金額が増加しています。
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ｇ．資本性金融商品に対する調整

日本基準では、非上場株式等の市場価格のない株式等について、取得原価を基礎として計上し、財政状

態の悪化等に応じ必要により減損処理を行っていましたが、IFRSでは公正価値により測定し、生じた差

額を「その他の資本の構成要素」として認識しています。

 
ｈ．退職給付に係る調整

日本基準では、数理計算上の差異は、発生時に「その他の包括利益累計額」で認識し、従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数で翌年度から定額法により費用処理していました。

IFRSでは、数理計算上の差異は発生時に「その他の資本の構成要素」に認識し、直ちに「利益剰余金」

に振り替えています。

 
ｉ．在外営業活動体の為替換算差額

IFRS適用にあたってIFRS第１号にある在外営業活動体の換算差額累計額の免除規定を適用し、移行日現

在で在外営業活動体の為替換算差額の累計額を零とみなすことを選択し、「利益剰余金」で認識してい

ます。

 
③ 利益剰余金に対する調整

 
（単位：百万円）

 移行日
前第１四半期

連結会計期間
前連結会計年度

 （2023年１月１日） （2023年３月31日） （2023年12月31日）

a． 棚卸資産に対する調整 △33,375 △32,064 △40,688

b． リース取引に対する調整 △531 △534 △542

c． のれん及び無形資産に対する調整 10,062 9,285 9,768

d． 繰延税金資産及び繰延税金負債に対する調整 8,695 12,983 9,792

f． 従業員給付（退職給付を除く）に対する調整 △13,254 △13,254 △13,941

g． 資本性金融商品に対する調整 20,669 20,702 27,790

h． 退職給付に係る調整 5,040 5,568 6,538

i． 在外営業活動体の為替換算差額 △57,657 △57,657 △57,657

その他 3,132 3,449 △1,878

合計 △57,216 △51,520 △60,818
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④ 包括利益に対する調整

 
前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 606,460 － － 606,460  売上収益

売上原価 431,052 － △24,154 406,897 a,b 売上原価

売上総利益 175,408 － 24,154 199,563  売上総利益

販売費及び一般管理費 102,584 16 23,792 126,393 a,b 販売費及び一般管理費

  2,924 △43 2,881  その他の収益

  1,463 49 1,513  その他の費用

  785 571 1,356  持分法による投資損益

営業利益 72,824 2,229 840 75,894  営業利益

営業外収益 4,644 △4,644 －    

営業外費用 5,786 △5,786 －    

特別利益 824 △824 －    

特別損失 403 △403 －    

  1,759 － 1,759 c 金融収益

  4,726 96 4,822 c 金融費用

税金等調整前四半期純利益 72,103 △16 744 72,830  税引前四半期利益

法人税等合計 23,991 △16 △4,024 19,950 d 法人所得税費用

四半期純利益 48,111 － 4,768 52,879  四半期利益

その他の包括利益      その他の包括利益

      
純損益に振り替えられるこ

とのない項目

その他有価証券評価差額金 1,372 － 422 1,794 c

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する資本性

金融資産

退職給付に係る調整額 △197 － 1,051 854 b 確定給付制度の再測定

持分法適用会社に対する持

分相当額
66 － △73 △7  

持分法適用会社におけるそ

の他の包括利益に対する持

分

      
純損益に振り替えられる可

能性のある項目

為替換算調整勘定 13,685 － △312 13,373  在外営業活動体の換算差額

  － 291 291  
持分法適用会社におけるそ

の他の包括利益に対する持

分

その他の包括利益合計 14,927 － 1,379 16,307  その他の包括利益合計

四半期包括利益 63,038 － 6,148 69,187  四半期包括利益
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前連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 2,414,759 － － 2,414,759  売上収益

売上原価 1,699,409 － △96,893 1,602,515 a,b 売上原価

売上総利益 715,350 － 96,893 812,244  売上総利益

販売費及び一般管理費 464,694 65 108,546 573,307 a,b 販売費及び一般管理費

  11,541 26 11,568  その他の収益

  10,382 1,351 11,734  その他の費用

  4,249 900 5,149  持分法による投資損益

営業利益 250,655 5,342 △12,077 243,920  営業利益

営業外収益 21,418 △21,418 －    

営業外費用 30,092 △30,092 －    

特別利益 4,212 △4,212 －    

特別損失 4,512 △4,512 －    

  10,008 △76 9,932 c 金融収益

  24,390 △6,610 17,779 c 金融費用

税金等調整前当期純利益 241,681 △65 △5,542 236,073  税引前当期利益

法人税等合計 63,211 △65 48 63,194 d 法人所得税費用

当期純利益 178,470 － △5,591 172,878  当期利益

その他の包括利益      その他の包括利益

      
純損益に振り替えられるこ

とのない項目

その他有価証券評価差額金 △7,167 － △9,267 △16,435 c

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する資本性

金融資産

退職給付に係る調整額 1,754 － 851 2,606 b 確定給付制度の再測定

持分法適用会社に対する持

分相当額
909 － △927 △17  

持分法適用会社におけるそ

の他の包括利益に対する持

分

      
純損益に振り替えられる可

能性のある項目

為替換算調整勘定 51,814 － 538 52,352  在外営業活動体の換算差額

  － 1,108 1,108  
持分法適用会社におけるそ

の他の包括利益に対する持

分

その他の包括利益合計 47,311 － △7,697 39,614  その他の包括利益合計

包括利益 225,781 － △13,288 212,493  当期包括利益
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⑤ 包括利益に対する調整に関する注記

 
（ⅰ）表示組替

日本基準では、「販売費及び一般管理費」、「営業外収益」、「営業外費用」、「特別利益」及び「特別

損失」に表示していた項目を、IFRSでは、財務関連項目を「金融収益」又は「金融費用」に、それ以外の

項目については、「販売費及び一般管理費」、「その他の収益」、「その他の費用」、「持分法による投

資損益」としてそれぞれ表示しています。また、日本基準では、区分掲記していた「法人税、住民税及び

事業税」及び「法人税等調整額」を、IFRSでは、「法人所得税費用」として一括して表示しています。

 
（ⅱ）認識及び測定の差異

ａ．開発費に対する調整

日本基準では、製造原価に含めていた開発費を、IFRSでは、「販売費及び一般管理費」に含めており、製

造原価として棚卸資産に含まれていた開発費については、費用処理を行っています。この結果、「売上原

価」が減少し、「販売費及び一般管理費」が増加しています。

 
ｂ．退職給付に対する調整

日本基準では、数理計算上の差異は、発生時に「その他の包括利益累計額」で認識し、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数で翌年度から定額法により費用処理していました。IFRSでは、数理計算上の差

異等の確定給付制度の再測定を「その他の包括利益累計額」で認識し、直ちに「利益剰余金」に振り替

え、組替調整による純損益への認識は行わないことから「売上原価」、「販売費及び一般管理費」が増加

し、「確定給付制度の再測定」を調整しています。

 
ｃ．資本性金融商品に対する調整

日本基準では、非上場株式等の市場価格のない株式等は、財政状態の悪化等に応じ必要により減損処理を

行っていましたが、IFRSでは、公正価値で測定しています。また、資本性金融資産について、日本基準で

は、売却損益及び減損損失を純損益として認識していましたが、IFRSでは、公正価値の事後的な変動をそ

の他の包括利益に表示する指定を行った場合には、公正価値の変動額を「その他の包括利益」として認識

しています。

 
ｄ．税効果に対する調整

日本基準では、未実現損益の消去に伴う税効果について、売却元の税率を使用していましたが、IFRSで

は、売却先の税率を使用して算定するとともに回収可能性を再検討しています。

 
⑥ キャッシュ・フローに対する調整

 
日本基準では、オペレーティング・リースについて賃貸借処理を行っていたため、そのリース料支払額

は営業活動によるキャッシュ・フローに区分していましたが、IFRSでは、使用権資産とともに認識した

リース負債の返済に該当するため、財務活動によるキャッシュ・フローに区分しています。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

2024年５月14日

ヤマハ発動機株式会社

取締役会　御中

　

EY新日本有限責任監査法人

浜松事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　中　　清　　人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　　藤　　智　　章  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 河　　原　　寛　　弥  

 

　　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマハ発動機株

式会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約

四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半

期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、ヤマハ発

動機株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財

務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

（注） １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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